


























































































































































































































漓科学的探究では，ポパーによれば，発見の論理としては P1 → TT →
EE→ P2のような段階を経過する。ここで P =問題，TT =暫定的解












































































































































































(15) 以下の叙述は主として Peter Flora, ‘Introduction’, Growth to Limits, The Western






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































全　産　業（注１) (16.2％) (13.1％) (26.3％)



















10％未満 10％～ 15％～ 20％～ 25％～ 30％以上15％未満 20％未満 25％未満 30％未満
２職種合計 3,367 37.5 10.4 7.7 8.3 7.1 28.9
介護職員計 2,235 36.6 8.9 7.3 7.4 7.1 32.7
訪問介護員計 1,705 44.9 11.2 7.0 8.4 6.9 21.6
表３
（注１）２職種合計：介護職員，訪問介護員の両者またはいずれかのいる事業所における介護職
員，訪問介護員を合計した離職率。
（出典）平成19年度介護労働実態調査（介護労働安定センター）
調査
事業所数
○離職率の分布には，離職率が「10％未満」の事業所と「30％以上」の事業所との二極化が
見られる。
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つ，教会が市民社会にケア命令を通して「参与」できる良い機会が訪れ
ている，ということである。教会はケア・ワークという事業の意味を神
学的に明らかにすると同時に，具体的に事業所の資金面とケア・ワーカ
ーの「賃金」面とをサポートできる体制を作り上げていくことができな
いか，それを考察すべきである。
近年，中央政府から地方政府に福祉事業が移行する傾向は，先述した
ように，広い意味での「分権」の確立と連動している。生活者領域の主
権（領域主権）にそれだけ近くなる。すでに福祉国家論（公的福祉）か
ら契約制度によって「新たな公共」の担い手へと福祉が移りつつある。
その担い手は地方自治体であると同時に営利・非営利のさまざまな主体
であり，そこにキリスト教会も入っている。
今日，財政学者が地方政府を「生活の「場」における自発的協力の政
府」と定義するときの「生活の場」「自発的」という言い方には，日本で
強い「中央政府の出先機関としての地方政府」というイメージよりも，
むしろヨーロッパで地域ごとに parish（教区）を作っていた国民教会が
念頭にある。たとえば「地方政府が主導して供給する現物給付とは，家
族やコミュニテイの自発的協力によって供給されてきた準私的財という
ことができる。つまり，ヨーロッパでいえば，共同体の自発的協力を組
織化した教会などの慈善組織が供給してきた教育，医療，社会福祉とい
う個々人あるいは家族に割り当て可能な準私的財なのである」(46)という
表現にそれは明らかである。
「共同体の自発的協力を組織化した教会などの慈善組織」というのは，
第２節で述べたように，中世以来のヨーロッパ・キリスト教世界の「デ
ィアコニア」や「カリタス」の伝統である。ところが，宗教改革後によ
うやく19世紀になってから，アメリカ経由で宣教が開始された日本の教
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(46) 神野直彦「三つの福祉政府と公的責任」神野直彦・金子勝編『福祉政府への提言』
（岩波書店，1999年）276頁。
会には，もはや国民教会から完全に切り離された自由教会の実体しかな
い。国民教会的な「教区」の歴史的経験を持たない日本のキリスト教会
に，「かつて福祉は教区教会が担っていた」といっても，単に歴史的知識
以上の実感が湧かないであろう。
ただし，「生活の場」「自発的」という概念と「地方政府が公共サービ
スの提供者になる」，という考え方は今後の日本の教会に生かすことがで
きる。自由教会の伝統しか持たない日本の教会であっても，地域に受け
入れられる努力が必要だからである。教会観の新た転換が必要だ。われ
われが共立基督教研究所機関紙「Emergence」（Part蠡）で示した宗教
法人やＮＰО法人としての教会の地域福祉への参入の事例は，そういう
モデルでもあった。これを持続可能なシステムとして形成していくため
には，さらに一歩進めて，もう一つ新たなモデルを考えねばならないで
あろう。
先に述べた「ケア命令」を含む形で，今後にミッション概念を拡大し
ていく神学的営為が教会に期待されている。「措置制度から契約制度への
移行」という福祉の構造改革と呼ばれる大きな公共哲学的課題が，日本
の教会に新たに宣教学的な文化脈略化（contextualization）を要求して
いるのである。そしてその上で財政学者・神野直彦が主張する中央政府，
地方政府に次ぐところの「社会保障基金政府」は，このミッションの基
金機構を作り上げる上で大いに参考になる(47)。「社会保障基金政府」は
もともと社会保険などを生み出す互助組織，たとえば労働組合，友愛組
合など同業者による救済活動がモデルになって，「生産の「場」における
自発的協力の政府」と定義されるが，これは，自由教会の集合としての
日本のキリスト教会にも当てはまるからである。つまり，何らかの形の
「社会保障基金機構」を友愛組合としての日本の教会は，ミッション概念
と同時に作っていけると思うからである。
56
論文　福祉と神学・宣教学との接点
(47) 神野直彦『財政学・改訂版』（有斐閣，2002年）286頁。
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もし「政府」であるならば，その財源は税金であろう。そして税金は
その徴収に強制力を伴なっている。しかしミッションからの福祉の営み
には，「強制的」ではなく「自発的」ということが大切だ。地方政府と住
民の協働による地域福祉と，キリスト教側からの地域へのミッションは
ここで重なる部分があるのではないか。そこで「地域にミッションとし
てケアの専門職を派遣する」，というコンセプトづくりができないだろう
か。このコンセプトは「働き人の報酬」の部分にも影響するであろう。
つまり「介護報酬＋α」という発想である。現在では介護報酬は，地方
政府が主体となる介護保険と国・自治体給付を加えたものの合計が介護
事業所にきて，ここで介護職の賃金設定がなされる。ここでαの方はケ
アのミッションとしての働きからくると考えるのである。これは介護事
業所に対しても考えられるが，むしろそれよりも「介護職に従事する人
間」のアイデンティティーの問題として確立すべきものであろう。
ケア学を身につけミッショナリー・アイデンティティーをもった介護
専門職には，介護報酬が低い場合には「介護報酬＋α」という形で，教
会がαをサポートすることはできるであろう。教会がケア・ワーカーを
主イエス・キリストの「ケア命令」に従事するミッショナリーとして捉
え，そのような合意が教会内で形成されれば，特定の「社会保障基金機
構」を設けて献金を募り，分配していくシステムができる。この「介護
保障基金機構」は「ケア・ミッションの「場」における自発的協力のた
めの組織」である。このようにして形成された教会内の「介護保障基金
機構」は，ケア・ワーカーにαを提供することができ，彼ないしは彼女
の安定したケア・ワークを援護することができるであろう。
プロテスタント宣教150周年を迎えた年に，日本の社会の新たな課題
として，ケア・ミッショナリーの神学と実践とを促したいと思う。
『キリストと世界』第19号　　稲　垣　久　和
